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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 平成15年９月中間期において在外子会社盛勢達国際貿易(上海)有限公司を新たに連結の範囲に含めておりま

す。 

４ 平成16年９月中間期において在外子会社ジョン・オー・バトラーメキシコを新たに連結の範囲に含めており

ます。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 31,023 31,746 33,623 62,350 63,878

経常利益 (百万円) 1,006 2,266 1,674 1,889 3,046

中間(当期)純利益 (百万円) 380 1,007 743 315 1,243

純資産額 (百万円) 29,668 30,461 32,212 29,393 30,181

総資産額 (百万円) 58,999 61,701 65,468 60,747 61,356

１株当たり純資産額 (円) 493.65 507.00 536.51 489.18 502.60

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 6.34 16.76 12.38 5.25 20.71

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.3 49.4 49.2 48.4 49.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,898 1,976 1,391 4,435 4,025

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △820 △1,325 △1,047 △2,017 △2,039

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △984 △526 855 △786 △1,861

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 3,633 5,291 6,512 5,085 5,258

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
1,505

(166)

1,488

(131)

1,497

(121)

1,490

(133)

1,464

(128)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 24,451 24,665 25,276 48,764 49,228

経常利益 (百万円) 995 1,817 1,218 2,033 2,633

中間(当期)純利益 (百万円) 484 916 547 809 1,315

資本金 (百万円) 10,782 10,782 10,782 10,782 10,782

発行済株式総数 (千株) 60,161 60,161 60,161 60,161 60,161

純資産額 (百万円) 34,453 35,988 37,368 35,524 36,234

総資産額 (百万円) 53,011 54,071 58,314 54,568 56,620

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 4 4 5 8 8

自己資本比率 (％) 65.0 66.6 64.1 65.1 64.0

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
943

(99)

896

(99)

892

(98)

910

(97)

872

(99)



３ 【関係会社の状況】 

    当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の( )は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であり外数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の( )は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であり外数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び国内連結子会社には労働組合があります。なお、それぞれの労使関係は、安定しており特記

すべき事項はありません。また、在外連結子会社サンスターバトラー、ジョン・オー・バトラーメキシ

コ、サンスターファーマシューティカルインク、サンスタースイスSA、ジョン・オー・バトラーGmbH、

メディカデントS.A.S.、ファーマデントS.A.S.、サンスターキャピタル(ルクセンブルク)S.A.、盛勢達

国際貿易(上海)有限公司には労働組合はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

オーラルケア事業
1,194
(99)

コスメタリー事業
171
(18)

その他の事業
46
( 1)

全社(共通)
86
( 3)

合計
1,497
(121)

従業員数(名)
892
(98)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当中間連結会計期間の世界経済は、原油価格が上昇を続けた結果、インフレ警戒感と消費者心理の悪

化が懸念されるなど一部に不安定な要素が見られたものの、全体としては回復の兆しを見せておりま

す。また、日本経済でも、原油価格の動向が経済に与える影響について危惧されておりましたが、企業

部門の好調さが家計部門へ波及しており、今後も国内民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれ

ております。 

 このような状況のもとで、当社は引き続き「顧客価値創造型カンパニー」への変革を中期経営戦略と

定め、変革に向けた5つの経営課題である①マネジメントの改革、②マーケティングおよび営業の改

革、③生産体制の改革、④商品開発体制の改革、⑤人事制度の改革に取り組んでまいりました。以上の

結果、当中間連結会計期間の売上高は33,623百万円（前年同期比 105.9％）となりましたが、積極的に

広告宣伝費を投下したこともあり、営業利益は2,238百万円（同88.3％）、経常利益は1,674百万円（同

73.9％）、中間純利益は743百万円（同73.8％）となりました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

オーラルケア事業 

歯磨、歯ブラシ分野における新製品、改良品の市場導入により国内外の売上が順調に推移したこ

ともあり、売上高は26,681百万円（前年同期比107.8％）と前中間連結会計期間に比べて1,926百万

円増加し、営業利益は2,597百万円（同106.0％）と前中間連結会計期間に比べて146百万円増加し

ました。 

コスメタリー事業 

ブランドごとの施策による売上増加をはかった結果、売上高は5,040百万円(同101.1％)と前中間

連結会計期間に比べてわずかに増加しましたが、市場競争激化の影響もあり、営業利益は132百万

円(同27.9％)と前中間連結会計期間に比べて大幅に減少しました。 

その他の事業 

新規顧客の獲得に努める一方、既存顧客に対するサービスの充実などを実施してまいりました

が、売上高は1,901百万円(同94.8％)と前中間連結会計期間に比べて105百万円減少し、営業利益は

98百万円(同54.1％)と前中間連結会計期間に比べて83百万円減少しました。 

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の内部

売上高を含んでおります。当中間連結会計期間より、従来の「欧米」区分を「北米」と「欧州」に

分割して記載しております。また、その前年同期比についても、前中間連結会計期間において当中

間連結会計期間の区分にあわせた数値との比較をしております。 

日本 

顧客ニーズを背景とした商品開発を実施するとともに、新市場創造型の商品を主要ブランドより

投入したことにより、売上高は25,367百万円（前年同期比102.5％)と前中間連結会計期間に比べて

628百万円増加しましたが、ブランド強化と市場育成のための広告宣伝費を積極的に投下したこと

で、営業利益は1,809百万円（同77.0％）と前中間連結会計期間に比べて540百万円減少しました。

北米 

大手小売店への商品導入を積極的に進める一方で、新規に事業を開始したメキシコ市場での展開

をはかったことにより、売上高は6,344百万円（同115.8％）と前中間連結会計期間に比べて864百

万円増加し、営業利益は470百万円（同108.4％）と前中間連結会計期間に比べて36百万円増加しま

した。 



欧州 

薬局向けや歯科医院向けを中心に引き続き販売を拡大しており、営業力の強化をはかったスペイ

ンとドイツでの売上も順調であり、売上高は3,072百万円（同136.6％）と前中間連結会計期間に比

べて822百万円増加し、営業利益は544百万円（同284.8％）と前中間連結会計期間に比べて353百万

円増加しました。 

中国 

市場およびチャネルの開拓を進めてまいりましたが、売上高は70百万円（同63.1％）と前中間連

結会計期間に比べて41百万円減少し、営業損失は3百万円（前年同期は22百万円の営業利益）とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は6,512百万円（前年同期比123.9％）とな

りました。 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、広告宣伝費の増加などによる税金等調整前中間純利益の減

少により、1,391百万円（同70.4％）と前中間連結会計期間に比べて584百万円の収入減となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローでは、歯磨、歯ブラシ製造設備の拡充、更新などの有形固定資産

に832百万円、情報システム強化にかかわるソフトウェアなどの無形固定資産に172百万円支出しました

ので、1,047百万円（同79.0％）と前中間連結会計期間に比べて277百万円の支出減となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、長期借入金の約定返済として225百万円を支出しました

が、その一方で設備資金などの長期借入金1,104百万円を調達しましたので、855百万円（前年同期は

526百万円の支出）と前中間連結会計期間に比べて1,381百万円の収入増となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の事業別内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格により換算したものであります。 

２ 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産は行なっておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の事業別内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
２ 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

オーラルケア事業 22,627 102.6

コスメタリー事業 4,992 100.4

その他の事業 163 98.6

合計 27,783 102.2

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

オーラルケア事業 26,681 107.8

コスメタリー事業 5,040 101.1

その他の事業 1,901 94.8

合計 33,623 105.9

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱パルタック 7,948 25.0 8,520 25.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はおこなわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、世界の人々から信頼と共感を得られるブランドの創生と育成を

めざし、美と健康に奉仕するための特長ある付加価値の高い製品開発活動を実施しました結果、研究開発

費の総額は1,180百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントでの研究開発活動は、次のとおりであります。 

オーラルケア事業 

歯磨分野では、Ｇ・Ｕ・Ｍブランドにおいて「歯周病菌が全身の健康に影響する」という新しい情報を

発信し、デンタルペーストとデンタルリンスにおいて歯周病菌の出す毒素の除去効果を高める処方改良を

実施しました。また、口とのどの原因菌の殺菌・消毒を目的に、一般用医薬品から移行した新医薬部外品

カテゴリーでのＧ・Ｕ・Ｍメディカルシリーズとして、「ガーグル」、「ドロップ」、「スプレー」を開

発しました。Ｏｒａ２ブランドでは、ステインクリアシリーズに新たに週１回の使用で集中的に歯のステ

イン（着色汚れ）を落とす「ポリッシュ」と、すすぐだけでステインのもとを洗いながし、つきにくくす

る洗口液「ウォッシュ＆コート」を開発しました。 

 歯ブラシ分野では、ヘッド部分の厚さが業界初の超薄型(2.5ｍｍ)の「バトラーハブラシ＃025」を開発

しました。この商品はヘッド部分が薄くコンパクトなため、口の中での操作性に優れており、それによる

プラーク（歯垢）除去性能の高さが歯科大学での臨床試験により確認されております。 

 一方、オーラルケア製品の国際基準対応を進めるため、ＩＳＯ活動にも継続して積極的に取り組んでお

ります。 

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は613百万円となりました。 

コスメタリー事業 

ヘアケア分野では、紫外線などの環境ストレスによるダメージから髪を守る、ひまわり種子エキスを配

合した「ＶＯ５スペシャルケアシリーズ」を開発しました。 

 スキンケア分野では、独自の有効美白成分リノール酸Ｓを配合した新ブランド「エクイタンス」より、

「ホワイトロジーシリーズ」を開発しました。リノール酸Ｓは、長年にわたり研究開発を継続してきた素

材であり、臨床試験での有効性を確認し、厚生労働省より有効美白成分として承認を受けております。ま

た、「エクイタンス ホワイトロジーシリーズ」では、美容液・クリーム・化粧水の医薬部外品と、洗顔

剤・クレンジング剤の化粧品も開発しました。 

 さらに、製剤化技術や素材開発などの基盤技術の充実に注力し、共同研究や論文投稿を実施しました。

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は275百万円となりました。 



その他の事業 

体の内外の両面から美しさヘアプローチした新ブランド「エクイタンス」より、プロアントシアニジン

を高含有した栄養機能食品「ヴィタルーセント」と、コラーゲンに核酸などをバランスよく配合した美容

食品「プレミアムリッチコラーゲン」を開発しました。また、サロン向け商品として、Ｌ－シスチンと美

容に欠かせないビタミン類やポリフェノールを含んだ美容補助食品「エクイタンス ホワイトラボ」を開

発しました。さらに、歯科向け商品として、骨減少に伴う歯周病リスクを低減する「オーラルヘルスタブ

レット カルシウム＆イソフラボン」を開発しました。 

 また、将来の技術開発も積極的に実施し、特定保健用食品の開発にも注力しております。 

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は105百万円となりました。 

全社共通 

全社的な研究開発活動においては、新しい口腔衛生事業をめざし、引き続き全身の健康状態が口腔疾患

に及ぼす影響について、医学と歯学の両面から国内外の研究機関との共同研究を進めております。 

 これらの結果、当部門の研究開発費の金額は187百万円となりました。  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 235,000,000

計 235,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 60,161,370 60,161,370
大阪証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 60,161,370 60,161,370 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日

― 60,161,370 ― 10,782 ― 12,338



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式742株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＳＴＡＲＬＥＣＳ株式会社 兵庫県西宮市苦楽園四番町８番18号 8,751 14.55

邦星アセット株式会社 大阪府高槻市朝日町３番１号 7,406 12.31

サンスター従業員持株会 大阪府高槻市朝日町３番１号 5,381 8.94

サンスターグループ 
仕入先持株会

大阪府高槻市朝日町３番１号 3,945 6.56

中村興産株式会社 大阪府高槻市川西町一丁目35番８号 2,735 4.55

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関三丁目７番３号 2,506 4.17

サンスターロジスティックシンガ
ポールピーティーイーリミテッド 
 
(常任代理人 野村證券株式会社)

10サイエンスパークロード,＃04-16/17 ジ
アルファ,シンガポール サイエンスパーク
Ⅱ,シンガポール 
(東京都中央区日本橋一丁目９番１号)

1,620 2.69

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルリミ
テッド 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社)

25カボットスクエア,キャナリーワーフ,
ロンドンE14 4QA,英国

(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー)

1,388 2.31

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,340 2.23

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,269 2.11

計 ― 36,342 60.41

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 

(自己保有株式)
普通株式 119,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 59,654,000 59,654 ―

単元未満株式 普通株式 388,370 ― ―

発行済株式総数 60,161,370 ― ―

総株主の議決権 ― 59,654 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  (1) 取締役の状況 

       該当事項はありません。 

 (2) 執行役の状況 

   ① 新任 

 
  

 ② 退任 

      該当事項はありません。 

  

 ③ 役職の異動 

      該当事項はありません。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
サンスター株式会社

大阪府高槻市 
朝日町３番１号

119,000 ― 119,000 0.2

計 ― 119,000 ― 119,000 0.2

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 437 423 482 500 510 540

最低(円) 397 405 407 465 477 495

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

執行役 人事担当 宮 崎 英 夫 昭和20年７月18日生

昭和43年４月 当社入社

33

平成元年１月 〃 福岡支店長

 〃 ３年５月 〃 生産管理部長

 〃 11年12月 サンスターロジスティックス㈱

（(現)STARLECS㈱）常務取締役

 〃 16年４月 STARLECS㈱代表取締役社長（現任）

 〃 16年12月 当社人事担当

 〃 17年７月 〃 執行役(人事担当)（現任）

執行役 財務担当 北 谷 孝 一 昭和22年１月22日生

昭和44年４月 当社入社

29

平成６年７月 〃 管理部長

 〃 11年12月 サンスターロジスティックス㈱

（(現)STARLECS㈱）取締役（現任）

 〃 16年12月 当社ファイナンスアンドアカウンテ

ィンググループ長

 〃 17年７月 当社執行役(財務担当)（現任）

計 62



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財

務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を

受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,291 6,512 5,258

 ２ 受取手形及び売掛金 8,449 9,662 8,509

 ３ たな卸資産 4,135 4,665 4,355

 ４ 繰延税金資産 650 578 604

 ５ その他 1,302 1,758 1,323

   貸倒引当金 △160 △146 △153

    流動資産合計 19,669 31.9 23,031 35.2 19,898 32.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

 (1) 建物及び構築物 4,217 4,009 4,098

 (2) 機械装置 
   及び運搬具

3,305 2,943 3,061

 (3) 工具器具及び備品 1,142 1,164 1,196

 (4) 土地 9,674 9,331 9,645

 (5) 建設仮勘定 160 18,499 (30.0) 691 18,140 (27.7) 329 18,331 (29.9)

 ２ 無形固定資産

 (1) 営業権 11,936 11,995 11,624

 (2) 商標権 486 387 396

 (3) ソフトウェア 1,375 1,415 1,429

 (4) その他 472 14,271 (23.1) 209 14,007 (21.4) 402 13,851 (22.6)

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 6,167 7,784 6,314

 (2) 敷金・保証金 784 880 886

 (3) 繰延税金資産 980 389 869

 (4) その他 890 8,822 (14.3) 857 9,912 (15.1) 808 8,879 (14.5)

    固定資産合計 41,593 67.4 42,060 64.2 41,063 67.0

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 402 351 364

 ２ 開業費 36 24 30

    繰延資産合計 438 0.7 376 0.6 395 0.6

    資産合計 61,701 100.0 65,468 100.0 61,356 100.0 



前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 4,519 5,722 4,974

 ２ 短期借入金 500 726 500

 ３ 一年以内に返済 
   予定の長期借入金

361 396 230

 ４ 未払金及び未払費用 6,981 7,605 7,530

 ５ 未払法人税等 850 567 577

 ６ 賞与引当金 452 441 431

 ７ 返品調整引当金 83 67 69

 ８ その他 444 857 777

    流動負債合計 14,193 23.0 16,384 25.0 15,090 24.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 9,707 9,707 9,707

 ２ 長期借入金 2,766 2,545 1,784

 ３ 繰延税金負債 313 401 288

 ４ 退職給付引当金 4,249 4,216 4,302

 ５ その他 10 ― ―

    固定負債合計 17,046 27.6 16,870 25.8 16,084 26.2

    負債合計 31,240 50.6 33,255 50.8 31,175 50.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 10,782 17.5 10,782 16.5 10,782 17.6

Ⅱ 資本剰余金 12,338 20.0 12,338 18.8 12,338 20.1

Ⅲ 利益剰余金 8,466 13.7 8,965 13.7 8,462 13.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,773 2.9 2,731 4.2 1,865 3.1

Ⅴ 為替換算調整勘定 △2,873 △4.7 △2,564 △3.9 △3,230 △5.3

Ⅵ 自己株式 △24 △0.0 △40 △0.1 △36 △0.1

   資本合計 30,461 49.4 32,212 49.2 30,181 49.2

   負債及び資本合計 61,701 100.0 65,468 100.0 61,356 100.0 



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 31,746 100.0 33,623 100.0 63,878 100.0 

Ⅱ 売上原価 10,972 34.6 11,524 34.3 21,630 33.9

   売上総利益 20,773 65.4 22,098 65.7 42,247 66.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 18,237 57.4 19,859 59.0 38,039 59.5

   営業利益 2,536 8.0 2,238 6.7 4,208 6.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6 14 21

 ２ 受取配当金 12 15 42

 ３ 受取賃貸料 75 74 151

 ４ 為替差益 298 4 ―

 ５ その他 17 410 1.3 30 140 0.4 39 254 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 253 281 533

 ２ 売上割引 359 378 726

 ３ 為替差損 ― ― 62

 ４ その他 67 680 2.2 44 704 2.1 94 1,416 2.2

   経常利益 2,266 7.1 1,674 5.0 3,046 4.8

Ⅵ 特別利益

 １ 関係会社清算配当金 ― ― 62

 ２ 会員権売却益 ― ― 2

 ３ 投資有価証券売却益 0 0 0.0 ― ― ― 0 65 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 減損損失 ※２ ― 332 ―

 ２ 退職給付引当金 
   繰入額

207 ― 414

 ３ 固定資産除売却損 ※３ 57 19 81

 ４ 訴訟関連費用 78 18 142

 ５ 会員権売却損 ― ― 10

 ６ 出資金返還損 ― 343 1.1 ― 370 1.1 0 649 1.0

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,923 6.0 1,304 3.9 2,462 3.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

934 594 1,135

   法人税等調整額 △18 916 2.8 △33 560 1.7 82 1,218 1.9

   中間(当期)純利益 1,007 3.2 743 2.2 1,243 2.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,338 12,338 12,338

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

12,338 12,338 12,338

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,699 8,462 7,699

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 1,007 1,007 743 743 1,243 1,243

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 240 240 240 240 480 480

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

8,466 8,965 8,462



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,923 1,304 2,462

 ２ 減価償却費 1,037 1,089 2,134

 ３ 減損損失 ― 332 ―

 ４ 固定資産除売却損 57 19 81

 ５ 投資有価証券売却益 △0 ― △0

 ６ 出資金返還損 ― ― 0

 ７ 会員権売却損益 ― ― 7

 ８ 関係会社清算配当金 ― ― △62

 ９ 貸倒引当金の増減額 
   (減少は△)

8 △7 2

 10 退職給付引当金の増減額 
   (減少は△)

47 △86 101

 11 受取利息及び受取配当金 △18 △30 △63

 12 支払利息 253 281 533

 13 為替差損益(差益は△) △311 7 50

 14 売上債権の増加額 △233 △1,095 △317

 15 たな卸資産の増減額 
   (増加は△)

227 △263 △23

 16 仕入債務の増加額 149 914 1,044

 17 その他 △46 △172 △124

    小計 3,094 2,292 5,827

 18 利息及び配当金の受取額 17 28 59

 19 利息の支払額 △264 △283 △541

 20 法人税等の支払額 △871 △646 △1,319

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,976 1,391 4,025

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得 
   による支出

△1,141 △832 △1,624

 ２ 有形固定資産の売却 
   による収入

0 0 4

 ３ 無形固定資産の取得 
   による支出

△183 △172 △477

 ４ 投資有価証券の取得 
   による支出

△0 △0 △0

 ５ 投資有価証券の売却 
   による収入

0 ― 0

 ６ 関係会社清算に伴う 
   収入

― ― 59

 ７ その他 ― △42 ―

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,325 △1,047 △2,039



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額 ― 220 ―

 ２ 長期借入れによる収入 ― 1,104 ―

 ３ 長期借入金の 
   返済による支出

△210 △225 △1,295

 ４ 長期未払金の 
   返済による支出

△73 ― △71

 ５ 自己株式の取得による支出 △1 △3 △13

 ６ 配当金の支払額 △240 △240 △480

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△526 855 △1,861

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

80 55 48

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増加額

205 1,254 172

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

5,085 5,258 5,085

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

5,291 6,512 5,258



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 10社

連結子会社の名称

サンスターマーケティング株

式会社(日本)

サンスターバトラー(米国)

ジョン・オー・バトラーメキ

シコ(メキシコ)

サンスターファーマシューテ

ィカルインク(米国)

サンスタースイスSA(スイス)

ジョン・オー・バトラー

GmbH(ドイツ)

メディカデントS.A.S.(フラ

ンス)

ファーマデントS.A.S.(フラ

ンス)

サンスターキャピタル(ルク

センブルク)S.A.(ルクセンブ

ルク)

盛勢達国際貿易(上海)有限公

司(中国)

ジョン・オー・バトラーメキ

シコは、米国子会社サンスタ

ーバトラーの100％子会社と

して当中間連結会計期間より

事業活動を開始しましたの

で、当中間連結会計期間から

連結の範囲に含めておりま

す。

 

１ 連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しておりま

す。

連結子会社の数 10社

連結子会社の名称

サンスターマーケティング株式

会社(日本)

サンスターバトラー(米国)

ジョン・オー・バトラーメキシ

コ(メキシコ)

サンスターファーマシューティ

カルインク(米国)

サンスタースイスSA(スイス)

ジョン・オー・バトラーGmbH

(ドイツ)

メディカデントS.A.S.(フラン

ス)

ファーマデントS.A.S.(フラン

ス)

サンスターキャピタル(ルクセ

ンブルク)S.A.(ルクセンブル

ク)

盛勢達国際貿易(上海)有限公司

(中国)

 

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数 10社

連結子会社の名称

サンスターマーケティング株

式会社(日本)

サンスターバトラー(米国)

ジョン・オー・バトラーメキ

シコ(メキシコ)

サンスターファーマシューテ

ィカルインク(米国)

サンスタースイスSA(スイス)

ジョン・オー・バトラー

GmbH(ドイツ)

メディカデントS.A.S.(フラ

ンス)

ファーマデントS.A.S.(フラ

ンス)

サンスターキャピタル(ルク

センブルク)S.A.(ルクセンブ

ルク)

盛勢達国際貿易(上海)有限公

司(中国)

ジョン・オー・バトラーメキ

シコ(メキシコ)については、

当連結会計年度に事業を開始

しましたので、当連結会計年

度から連結の範囲に含めてお

ります。

(2) 非連結子会社名

エス・ジー・シー株式会社

(日本)

サンスターグループエンジニ

アリング株式会社(日本)

連結の範囲から除いた理由

エス・ジー・シー株式会社及

びサンスターグループエンジ

ニアリング株式会社について

は、総資産、売上高、中間純

損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金等(持分に見合う額)

は、いずれも少額であり、中

間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であるため連結の範囲

から除外しております。

なお、上記の２社について

は、平成16年９月30日付の清

算が決議され、清算手続中で

あります。

従来、非連結子会社でありま

した、エス・ジー・シー株式

会社およびサンスターグルー

プエンジニアリング株式会社

は、平成16年12月29日に清算

結了いたしました。したがっ

て、非連結子会社はありませ

ん。



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会

社の名称

エス・ジー・シー株式会社(日

本)

サンスターグループエンジニア

リング株式会社(日本)

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はあ

りません。

２ 持分法の適用に関する事項

従来、持分法非適用会社であり

ました、エス・ジー・シー株式

会社およびサンスターグループ

エンジニアリング株式会社は、

平成16年12月29日に清算結了い

たしました。したがって、持分

法非適用会社はありません。

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、中間純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、当社の企業集

団の財政状態及び経営成績に関

する合理的な判断を妨げない程

度に重要性が乏しいため、持分

法の適用から除外しておりま

す。 

なお、上記の２社については、

平成16年９月30日付の清算が決

議され、清算手続中でありま

す。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

国内連結子会社サンスターマー

ケティング株式会社(日本)、在

外連結子会社サンスターバトラ

ー(米国)、ジョン・オー・バト

ラーメキシコ(メキシコ)、サン

スターファーマシューティカル

インク(米国)、サンスタースイ

スSA(スイス)、ジョン・オー・

バトラーGmbH(ドイツ)、メディ

カデントS.A.S.(フランス)、フ

ァーマデントS.A.S.(フラン

ス)、サンスターキャピタル(ル

クセンブルク)S.A.(ルクセンブ

ルク)の中間決算日は９月30日

であります。また、在外連結子

会社盛勢達国際貿易(上海)有限

公司(中国)の中間決算日は６月

30日であり、中間連結決算日と

の差は３ヵ月以内であるため、

当該連結子会社の同日現在の中

間財務諸表を基礎として連結を

行なっております。ただし、中

間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、調整を行

なっております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

国内連結子会社サンスターマー

ケティング株式会社(日本)、在

外連結子会社サンスターバトラ

ー(米国)、ジョン・オー・バト

ラーメキシコ(メキシコ)、サン

スターファーマシューティカル

インク(米国)、サンスタースイ

スSA(スイス)、ジョン・オー・

バトラーGmbH(ドイツ)、メディ

カデントS.A.S.(フランス)、フ

ァーマデントS.A.S.(フラン

ス)、サンスターキャピタル(ル

クセンブルク)S.A.(ルクセンブ

ルク)の決算日は３月31日であ

ります。また、在外連結子会社

盛勢達国際貿易(上海)有限公司

(中国)の決算日は12月31日であ

り、連結決算日との差は３ヵ月

以内であるため、当該連結子会

社の同日現在の財務諸表を基礎

として連結を行なっておりま

す。ただし、連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、調整を行なっております。



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

  当社及び国内連結子会社

  その他有価証券

   時価のあるもの…

    中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

    (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

  当社及び国内連結子会社

  その他有価証券

   時価のあるもの…

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

  当社及び国内連結子会社

  その他有価証券

   時価のあるもの…

    決算期末日の市場価格

等に基づく時価法

    (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

   時価のないもの…

    移動平均法による原価

法

   時価のないもの…

同左

   時価のないもの…

同左

  在外連結子会社…

    主として米国会計基準

に基づく時価法

  在外連結子会社…

―――

  在外連結子会社…

―――

② デリバティブ… 

  時価法

② デリバティブ…

同左

② デリバティブ…

同左

③ たな卸資産

当社及び国内連結子会社…

主として総平均法による原

価法

在外連結子会社…

主として先入先出法による

低価法

③ たな卸資産

同左

③ たな卸資産

同左



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定率法

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定率法

同左

在外連結子会社…定額法 在外連結子会社…定額法 在外連結子会社…定額法

② 無形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定額法

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。

ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。

② 無形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定額法

同左

② 無形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定額法

同左

在外連結子会社…定額法 

営業権は、サンスターバト

ラーの買収、合併の結果発

生した株式消去差額のう

ち、特定科目に振替した後

の残高を計上したものであ

り、「営業権及びその他の

無形資産」に係る会計基準

(米国財務会計基準審議会

基準書第142号)に準拠して

処理しております。 

同基準では、営業権につい

ての償却をせず、営業権を

含む報告単位の公正価値と

その帳簿価額とを比較する

方法による減損テストを毎

期実施し、減損が発生した

場合には減損を認識するも

のであります。 

また、サンスターバトラー

よりサンスタースイスSAに

移管された欧州事業に関す

る営業権については、20年

間で均等償却しておりま

す。

在外連結子会社…定額法 

同左

在外連結子会社…定額法

同左



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費
在外連結子会社サンスターキ
ャピタル(ルクセンブルク)
S.A.の社債に係る社債発行費
については、社債の償還期限
までの期間にわたって均等償
却しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費

同左

(4) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

当中間連結会計期間末に有
する売掛金・受取手形など
の貸倒れによる損失に備え
るため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を
考慮し、回収不能見込額を
計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

同左

(4) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

当連結会計年度末に有する
売掛金・受取手形などの貸
倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を考慮
し、回収不能見込額を計上
しております。

② 賞与引当金
当社及び国内連結子会社は
従業員の賞与の支給に備え
るため、当中間連結会計期
間に負担すべき賞与支給見
込額を計上しております。

② 賞与引当金
同左

② 賞与引当金
当社及び国内連結子会社は
従業員の賞与の支給に備え
るため、当連結会計年度に
負担すべき賞与支給見込額
を計上しております。

③ 返品調整引当金
当社は当中間連結会計期間
末における売上製品・商品
の返品による損失に備える
ため、返品実績率による損
失見込額を計上しておりま
す。

③ 返品調整引当金
同左

③ 返品調整引当金
当社は当連結会計年度末に
おける売上製品・商品の返
品による損失に備えるた
め、返品実績率による損失
見込額を計上しておりま
す。

④ 退職給付引当金
当社及び国内連結子会社
は、従業員の退職給付に備
えるため当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当中間連結会計期間末
において発生していると認
められる額を計上しており
ます。
なお、会計基準変更時差異
(2,074百万円)について
は、５年による按分額を特
別損失として処理しており
ます。
過去勤務債務については、
その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の
年数(13年)による按分額を
発生の連結会計年度より費
用処理しております。
数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年
数(13年)による按分額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年
度より費用処理しておりま
す。

④ 退職給付引当金
当社及び国内連結子会社
は、従業員の退職給付に備
えるため当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当中間連結会計期間末
において発生していると認
められる額を計上しており
ます。
過去勤務債務については、
その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の
年数(13年)による按分額を
発生の連結会計年度より費
用処理しております。
数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年
数(13年)による按分額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年
度より費用処理しておりま
す。

④ 退職給付引当金
当社及び国内連結子会社
は、従業員の退職給付に備
えるため当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。
なお、会計基準変更時差異
(2,074百万円)について
は、５年による按分額を特
別損失として処理しており
ます。
過去勤務債務については、
その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の
年数(13年)による按分額を
発生の連結会計年度より費
用処理しております。
数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年
数(13年)による按分額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年
度より費用処理しておりま
す。



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めており

ます。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産

及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めており

ます。

(6) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、次の処理方法

によっております。

当社及び国内連結子会社…

通常の賃貸借取引に準じた方

法

在外連結子会社…

通常の売買取引に準じた方法

(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。ヘッジ会計にお

ける振当処理の要件を満た

す通貨スワップ取引につい

ては振当処理を採用してお

ります。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…

 通貨スワップ取引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象…

 社債の為替変動リスク



 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

③ ヘッジ方針

外貨建社債に係る為替相場

変動によるリスクを回避す

るために、必要に応じて通

貨スワップ取引を行ってお

ります。なお、通貨スワッ

プ取引に関する取引限度額

等を定めた管理基準があ

り、これに準拠して取引の

実行および管理をしてお

り、取引発生の都度、担当

役員に対し報告しておりま

す。

③ ヘッジ方針

外貨建社債に係る為替相場

変動によるリスクを回避す

るために、必要に応じて通

貨スワップ取引を行ってお

ります。なお、通貨スワッ

プ取引に関する取引限度額

等を定めた管理基準があ

り、これに準拠して取引の

実行および管理をしてお

り、取引発生の都度、担当

執行役に対し報告しており

ます。

③ ヘッジ方針

外貨建社債に係る為替相場

変動によるリスクを回避す

るために、必要に応じて通

貨スワップ取引を行ってお

ります。なお、通貨スワッ

プ取引に関する取引限度額

等を定めた管理基準があ

り、これに準拠して取引の

実行および管理をしてお

り、取引発生の都度、担当

部門長に対し報告しており

ます。

④ ヘッジの有効性評価の方法

通貨スワップ取引について

は、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

(8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(8) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する定期預金であります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより、特別損失が332百万

円増加し、税金等調整前中間純利益

が332百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。

―――



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(非継続事業の会計処理) 

米国子会社のサンスターファーマシ

ューティカルインクは、独自事業に

事業転換をはかるため、従来の製薬

に関する受託生産事業を中止するこ

とを決定いたしました。 

当該事業に関する損益は、米国の会

計慣行に従い、現地の損益計算書上

では純額表示されておりましたが、

日本の会計慣行上そのような表示方

法は認められていないため、連結損

益計算書では総額にて表示しており

ます。なお、当該事項による当社の

連結損益計算書に与える影響は軽微

であります。

――― ―――

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当社では、当中間連結会計

期間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号)に従い、法人

事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

50百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益が50

百万円減少しております。 

また、セグメントに与える影響は、

「(セグメント情報)」に記載のとお

りであります。

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当社では当連結会計年度か

ら「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号)に従い、法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

93百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が93

百万円減少しております。 

また、セグメントに与える影響は、

「(セグメント情報)」に記載のとお

りであります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

26,578百万円

有形固定資産の減価償却累計額

27,451百万円

有形固定資産の減価償却累計額

26,574百万円

 ２ 偶発事象 

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

ついて、当該譲渡契約等に違反し

ているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等

を求める訴訟が提起されておりま

す。一方、当社からも、同社に対

して不当な干渉にもとづく損害賠

償などを求める反訴を起こしてお

り、現在ともに米国イリノイ州の

連邦地方裁判所にて係争中であり

ます。当社は、正当な論拠をもっ

て応訴しております。

偶発事象

同左

偶発事象

同左



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

百万円

販売費及び一般管理費の主なもの

百万円

販売費及び一般管理費の主なもの

百万円

販売奨励費 1,604

広告宣伝費 5,356

給料諸手当 3,862

賞与引当金繰入額 320

退職給付費用 229

減価償却費 523

販売奨励費 1,656

広告宣伝費 6,534

給料諸手当 3,676

賞与引当金繰入額 258

退職給付費用 233

減価償却費 535

販売奨励費 3,287

広告宣伝費 12,019

給料諸手当 7,312

賞与引当金繰入額 254

退職給付費用 387

減価償却費 1,022

※２ ―――

 
 
 
 
 
 

 

 

減損損失 332百万円

 当社グループは、下記の資産に

ついて減損損失を計上しました。

用 途 種 類 場 所

賃貸用 
不動産 

（駐車場）
土 地

東京都 
大田区

 なお、事業用資産においては、

事業区分をもとにした概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す

最小の単位毎に、賃貸用不動産及

び遊休資産においては、個別物件

単位毎に資産のグルーピングをし

ておりますが、上記の賃貸用資産

については、地価の著しい下落の

ため、減損損失を認識しました。

 また、回収可能価額は正味売却

価額により算定しており、不動産

鑑定評価額をもとにしておりま

す。

―――

 
 
 
 
 

※３ 固定資産除売却損の内容は、次の

とおりであります。

固定資産除売却損の内容は、次の

とおりであります。

固定資産除売却損の内容は、次の

とおりであります。

 

百万円

建物及び構築物 8

機械装置及び運搬具 35

工具器具及び備品 12

ソフトウェア 0

その他 0

計 57
 

百万円

建物及び構築物 5

機械装置及び運搬具 8

工具器具及び備品 4

その他 1

計 19

百万円

建物及び構築物 8

機械装置及び運搬具 37

工具器具及び備品 16

土地 17

ソフトウェア 0

その他 0

計 81

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 5,291百万円

 現金及び 
 現金同等物

5,291百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 6,512百万円

 現金及び 
 現金同等物

6,512百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

 現金及び預金勘定 5,258百万円

現金及び
 現金同等物

5,258百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具

工具器具
及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

13 844 857

減価償却 
累計額 
相当額

4 548 552

中間期末 
残高相当額

8 296 304

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具

工具器具
及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

13 624 637

減価償却 
累計額 
相当額

8 269 278

中間期末 
残高相当額

4 355 359
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具

工具器具 
及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

17 740 758

減価償却
累計額 
相当額

6 507 513

期末残高
相当額

10 233 244

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

② 未経過リース料期末残高相当

額

 １年以内 163百万円

 １年超 141百万円

  計 304百万円

 １年以内 110百万円

 １年超 249百万円

  計 359百万円

 １年以内 116百万円

 １年超 127百万円

  計 244百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額は、

有形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定して

おります。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

 支払リース料 

 (減価償却費 

 相当額）

121百万円  支払リース料 

 (減価償却費 

 相当額)

77百万円  支払リース料 

 (減価償却費 

 相当額)

218百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

       同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

      同左

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

 １年以内 122百万円

 １年超 158百万円

  計 280百万円

 １年以内 188百万円

 １年超 339百万円

  計 527百万円

 １年以内 179百万円

 １年超 316百万円

  計 495百万円



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社の為替関連のデリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、開

示の対象となるデリバティブ取引はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ 上記の他に契約額が2,783百万円、時価及び評価損益が△119百万円ありますが、為替変動リスクを相互に相

殺するポジションを設定していることにより、為替変動リスクは実質的に解消しております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券 
株式

1,600 4,608 3,007 1,601 6,234 4,632 1,601 4,765 3,163 

計 1,600 4,608 3,007 1,601 6,234 4,632 1,601 4,765 3,163 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

1,549 1,549 1,549

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ 
受取米ドル・ 
支払円

1,275 1,275 △55 △55

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ 
受取米ドル・ 
支払円

4,058 4,058 △406 △406



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は573百万円であり、その主なもの

は、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「追加情報」に記載のとおり、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当社では、当中間連結会計期間から

法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、営

業利益は、「オーラルケア事業」について35百万円、「コスメタリー事業」について10百万円、「その他の

事業」について４百万円それぞれ少なく計上されております。 

  

オーラルケア 
事業 
(百万円)

コスメタリー
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

24,754 4,985 2,006 31,746 ― 31,746

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 24,754 4,985 2,006 31,746 (―) 31,746

営業費用 22,304 4,508 1,823 28,636 573 29,209

営業利益 2,450 477 182 3,110 (573) 2,536

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は589百万円であり、その主なもの

は、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

  

オーラルケア 
事業 
(百万円)

コスメタリー
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

26,681 5,040 1,901 33,623 ― 33,623

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 26,681 5,040 1,901 33,623 (―) 33,623

営業費用 24,084 4,907 1,802 30,794 589 31,384

営業利益 2,597 132 98 2,828 (589) 2,238

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,179百万円であり、その主なも

のは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「追加情報」に記載のとおり、平成16年４月１日以後に

開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当社では、当連結会計年度から法人事業

税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、営業利益

は、「オーラルケア事業」について68百万円、「コスメタリー事業」について17百万円、「その他の事業」

について７百万円それぞれ少なく計上されております。 

  

オーラルケア 
事業 
(百万円)

コスメタリー
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

50,590 9,442 3,845 63,878 ― 63,878

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 50,590 9,442 3,845 63,878 (―) 63,878

営業費用 46,363 8,592 3,535 58,491 1,179 59,670

営業利益 4,227 849 309 5,387 (1,179) 4,208

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  欧米：ヨーロッパ諸国並びに米国、カナダ 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含まれた配賦不能営業費用はありません。 

３ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「追加情報」に記載のとおり、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当社では、当中間連結会計期間から

法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、営

業利益は、「日本」について50百万円少なく計上されております。 

  

日本 
(百万円)

欧米
(百万円)

中国
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

24,654 6,980 111 31,746 ― 31,746

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

84 430 ― 515 (515) ―

計 24,739 7,410 111 32,261 (515) 31,746

営業費用 22,526 7,113 89 29,729 (519) 29,209

営業利益 2,212 297 22 2,531 4 2,536



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は589百万円であり、その主なもの

は、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 所在地別セグメント区分の変更 

   欧州市場における中核拠点としての位置付けである子会社サンスタースイスは、平成15年10月に米国子会

社サンスターバトラーの欧州事業を継承し、事業活動を続けておりますが、欧州の売上高も順調に伸長して

きており、当該セグメントの重要性も高まっていることから、当中間連結会計期間より、所在地別セグメン

トにおける区分を、従来の「欧米」より「北米」と「欧州」に分割して表示しております。これに伴い、

「欧州」の損益をより明確にするために、従来、「欧米」に含めていました全社的費用を、配賦不能営業費

用としております。この結果、営業利益は「日本」について131百万円、「欧州」について458百万円それぞ

れ多く計上され、「消去又は全社」について589百万円少なく計上されております。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において当中間連結会計期間のセグメンテーションの方法

等によった場合の所在地別セグメント情報は、次のとおりであります。 

  

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

25,291 5,935 2,326 70 33,623 ― 33,623

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

76 408 746 ― 1,232 (1,232) ―

計 25,367 6,344 3,072 70 34,855 (1,232) 33,623

営業費用 23,558 5,873 2,528 74 32,034 (650) 31,384

営業利益又は 
営業損失(△)

1,809 470 544 △3 2,820 (581) 2,238



    前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は573百万円であり、そ

の主なものは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用

であります。 

  
    前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,179百万円であり、

その主なものは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費

用であります。 

  

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高 24,654 5,104 1,875 111 31,746 ― 31,746

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

84 374 374 ― 833 (833) ―

計 24,739 5,479 2,250 111 32,580 (833) 31,746

営業費用 22,389 5,045 2,058 89 29,583 (373) 29,209

営業利益 2,349 433 191 22 2,996 (459) 2,536

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

49,214 10,173 4,266 224 63,878 ― 63,878

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

136 737 1,042 ― 1,916 (1,916) ―

計 49,350 10,911 5,308 224 65,794 (1,916) 63,878

営業費用 45,703 10,105 4,477 194 60,482 (812) 59,670

営業利益 3,646 805 830 29 5,311 (1,103) 4,208



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  欧米：ヨーロッパ諸国並びに米国、カナダ 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含まれた配賦不能営業費用はありません。 

３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「追加情報」に記載のとおり、平成16年４月１日以後に

開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当社では、当連結会計年度から法人事業

税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、営業利益

は、「日本」について93百万円少なく計上されております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  欧米：ヨーロッパ諸国並びに米国、カナダ 

  アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

日本 
(百万円)

欧米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

49,214 14,439 224 63,878 ― 63,878

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

136 1,066 ― 1,202 (1,202) ―

計 49,350 15,505 224 65,080 (1,202) 63,878

営業費用 45,976 14,698 194 60,870 (1,200) 59,670

営業利益 3,373 807 29 4,210 (1) 4,208

欧米 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,924 197 7,122

Ⅱ 連結売上高(百万円) 31,746

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

21.8 0.6 22.4



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

  アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

３ 海外売上高区分の変更 

   欧州市場における中核拠点としての位置付けである子会社サンスタースイスは、平成15年10月に米国子  

会社サンスターバトラーの欧州事業を継承し、事業活動を続けておりますが、欧州の売上高も順調に伸長し

てきており、当該セグメントの重要性も高まっていることから、当中間連結会計期間より、海外売上高にお

ける区分を、従来の「欧米」より「北米」と「欧州」に分割して表示しております。なお、前中間会計期間

及び前連結会計年度において当中間連結会計期間の区分によった場合の海外売上高は、次のとおりでありま

す。 

  
    前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

    前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,810 2,266 178 8,255

Ⅱ 連結売上高(百万円) 33,623

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

17.3 6.7 0.5 24.5

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,997 1,927 197 7,122

Ⅱ 連結売上高(百万円) 31,746

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

15.7 6.1 0.6 22.4

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,964 4,345 380 14,689

Ⅱ 連結売上高(百万円) 63,878

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

15.6 6.8 0.6 23.0



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  欧米：ヨーロッパ諸国並びに米国、カナダ 

  アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

欧米 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 14,309 380 14,689

Ⅱ 連結売上高(百万円) 63,878

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

22.4 0.6 23.0



(１株当たり情報) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 507.00円 １株当たり純資産額 536.51円 １株当たり純資産額 502.60円

１株当たり中間純利益 16.76円 １株当たり中間純利益 12.38円 １株当たり当期純利益 20.71円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

1,007百万円

 普通株式に係る中間純利益

1,007百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

60,084,362株

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

743百万円

 普通株式に係る中間純利益

743百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

60,044,639株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 連結損益計算書上の当期純利益

1,243百万円

 普通株式に係る当期純利益

1,243百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

60,073,288株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,127 4,396 3,192

 ２ 受取手形 1,392 2,398 1,429

 ３ 売掛金 4,582 4,301 4,395

 ４ たな卸資産 2,890 3,032 2,916

 ５ 繰延税金資産 453 321 349

 ６ その他 979 934 1,245

   貸倒引当金 △85 △77 △71

   流動資産合計 13,340 24.7 15,305 26.2 13,457 23.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 3,321 3,142 3,250

  (2) 機械及び装置 2,058 1,699 1,832

  (3) 土地 9,357 9,005 9,337

  (4) 建設仮勘定 43 179 76

  (5) その他 1,004 907 944

計 15,784 (29.2) 14,934 (25.6) 15,441 (27.3)

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 97 81 89

  (2) ソフトウェア 1,368 1,408 1,420

  (3) その他 430 183 369

計 1,896 (3.5) 1,673 (2.9) 1,878 (3.3)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 5,966 7,544 6,136

  (2) 関係会社株式 14,184 16,959 16,959

  (3) 敷金・保証金 784 880 886

  (4) 繰延税金資産 703 133 603

  (5) その他 1,410 881 1,255

計 23,050 (42.6) 26,400 (45.3) 25,841 (45.6)

   固定資産合計 40,731 75.3 43,008 73.8 43,162 76.2

   資産合計 54,071 100.0 58,314 100.0 56,620 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,441 895 1,470

 ２ 買掛金 2,420 3,632 2,469

 ３ 短期借入金 500 500 500

 ４ １年以内に返済 
   予定の長期借入金

180 60 120

 ５ 未払金 ※４ 382 3,223 545

 ６ 未払費用 4,141 1,929 4,647

 ７ 未払法人税等 736 452 448

 ８ 賞与引当金 450 440 428

 ９ 返品調整引当金 83 67 69

 10 その他 574 574 428

   流動負債合計 10,910 20.2 11,775 20.2 11,128 19.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 2,960 5,000 5,000

 ２ 退職給付引当金 4,202 4,170 4,257

 ３ 長期未払金 10
―

―

   固定負債合計 7,172 13.2 9,170 15.7 9,257 16.3

   負債合計 18,082 33.4 20,945 35.9 20,385 36.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 10,782 20.0 10,782 18.5 10,782 19.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 12,338 12,338 12,338

   資本剰余金合計 12,338 22.8 12,338 21.2 12,338 21.8

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,181 1,181 1,181

 ２ 任意積立金 8,619 9,119 8,619

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

1,394 1,360 1,552

   利益剰余金合計 11,195 20.7 11,661 20.0 11,354 20.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,696 3.1 2,627 4.5 1,796 3.2

Ⅴ 自己株式 △24 △0.0 △40 △0.1 △36 △0.1

   資本合計 35,988 66.6 37,368 64.1 36,234 64.0

   負債及び資本合計 54,071 100.0 58,314 100.0 56,620 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,665 100.0 25,276 100.0 49,228 100.0

Ⅱ 売上原価 8,305 33.7 8,282 32.8 16,187 32.9

   売上総利益 16,359 66.3 16,994 67.2 33,041 67.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 14,183 57.5 15,358 60.7 29,724 60.4

   営業利益 2,176 8.8 1,636 6.5 3,316 6.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 120 0.5 142 0.5 265 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 479 1.9 560 2.2 948 1.9

   経常利益 1,817 7.4 1,218 4.8 2,633 5.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 0 0.0 ― ― 65 0.1

Ⅶ 特別損失
※４ 
※５

341 1.4 370 1.4 647 1.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

1,475 6.0 848 3.4 2,051 4.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

641 379 683

   法人税等調整額 △82 559 2.3 △78 301 1.2 52 736 1.5

   中間(当期)純利益 916 3.7 547 2.2 1,315 2.7

   前期繰越利益 478 812 478

   中間配当額 ― ― 240

   中間(当期)未処分 
   利益

1,394 1,360 1,552



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

…移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式

…移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

…決算末日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価

法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

総平均法による原価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設

備を除く)については、定額

法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定率法

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定率法

同左

(2) 無形固定資産…定額法

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産…定額法

同左

(2) 無形固定資産…定額法

同左

(3) 長期前払費用…定額法

なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

(3) 長期前払費用…定額法

同左

(3) 長期前払費用…定額法

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

中間期末現在に有する売掛

金・受取手形などの貸倒れに

よる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を考慮し、回収不能見込

額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

期末現在に有する売掛金・受

取手形などの貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

考慮し、回収不能見込額を計

上しております。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備える

ため、当中間期に負担すべき

賞与支給見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備える

ため、当期に負担すべき賞与

支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 返品調整引当金

中間期末における売上製品・

商品の返品による損失に備え

るため、返品実績率による損

失見込額を計上しておりま

す。

(3) 返品調整引当金

同左

(3) 返品調整引当金

期末における売上製品・商品

の返品による損失に備えるた

め、返品実績率による損失見

込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間期末において発

生していると認められる額を

計上しております。

なお、会計基準変更時差異

(2,067百万円)については、

５年による按分額を特別損失

として処理しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による按分額を発生の

年度より費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間期末において発

生していると認められる額を

計上しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による按分額を発生の

年度より費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

なお、会計基準変更時差異

(2,067百万円)については、

５年による按分額を特別損失

として処理しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による按分額を発生の

年度より費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

――― 
 
 
 
 
 
 
 
 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これにより、特別損失が332百万

円増加し、税引前中間純利益が332

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

――― 
 
 
 
 
 
 
 
 



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費が

50百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が50百万円

減少しております。

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

93百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が93百万円

減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

20,782百万円

有形固定資産の減価償却累計額

21,205百万円

有形固定資産の減価償却累計額

21,070百万円

 ２

 

 

偶発債務

保証債務

 子会社の金融機関からの借入お

よび社債に対して次のとおり保

証を行っております。

・子会社

 サンスターバトラー

US$4,179千 464百万円

1,410百万円

・子会社

 サンスターキャピタル

 (ルクセンブルク)S.A.

US$82,000千 9,707百万円

計 11,582百万円

上記のうち外貨建債務保証は、通

貨スワップ取引の行なわれている

ものについてはスワップレートで

換算し、その他のものについては

中間期末日の為替相場によって換

算しております。

 

 

偶発債務

保証債務

 子会社の金融機関からの借入お

よび社債に対して次のとおり保

証を行っております。

・子会社

 サンスターバトラー

US$15,179千 1,718百万円

390百万円

・子会社

 サンスターキャピタル

 (ルクセンブルク)S.A.

US$82,000千 9,707百万円

計 11,816百万円

同左

 

 

偶発債務

保証債務

 子会社の金融機関からの借入に

対して次のとおり保証を行って

おります。

・子会社

 サンスターバトラー

US$4,179千 448百万円

445百万円

・子会社

 サンスターキャピタル

 (ルクセンブルク)S.A.

US$82,000千 9,707百万円

計 10,601百万円

上記のうち外貨建債務保証は、通

貨スワップ取引の行なわれている

ものについてはスワップレートで

換算し、その他のものについては

決算日の為替相場によって換算し

ております。

 ３ 偶発事象 

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

ついて、当該譲渡契約等に違反し

ているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等

を求める訴訟が提起されておりま

す。一方、当社からも、同社に対

して不当な干渉にもとづく損害賠

償などを求める反訴を起こしてお

り、現在ともに本国イリノイ州の

連邦地方裁判所にて係争中であり

ます。当社は、正当な論拠をもっ

て応訴しております。

偶発事象

同左

偶発事象

同左

※４ 消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「未払

金」に含めております。

消費税等の取扱

同左

―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益項目のうち重要なもの

百万円

営業外収益項目のうち重要なもの

百万円

営業外収益項目のうち重要なもの

百万円

受取利息 21

受取配当金 12

受取賃貸料 75

受取利息 18

受取配当金 15

受取賃貸料 74

受取利息 42

受取配当金 40

受取賃貸料 151

※２ 営業外費用項目のうち重要なもの

百万円

支払利息 104

売上割引 359

営業外費用項目のうち重要なもの

百万円

支払利息 175

売上割引 378

営業外費用項目のうち重要なもの

百万円

支払利息 195

売上割引 726

※３ ――― ――― 特別利益項目のうち重要なもの

百万円

関係会社清算 

配当金
62

※４

 

特別損失項目のうち重要なもの

百万円

退職給付引当金 
繰入額

206

訴訟関連費用 78

固定資産 

除売却損
56  

特別損失項目のうち重要なもの

百万円

減損損失 332

固定資産 

除売却損
19

訴訟関連費用 18

特別損失項目のうち重要なもの

百万円

退職給付引当金 
繰入額

413

訴訟関連費用 142

固定資産 

除売却損
80

会員権売却損 10

※５ ――― 
 

 

減損損失 332百万円

 当社は、下記の資産について減

損損失を計上しました。

用 途 種 類 場 所

賃貸用 
不動産 
(駐車場)

土 地
東京都 
大田区

 なお、事業用資産においては、

事業区分をもとにした概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す

最小の単位毎に、賃貸用不動産及

び遊休資産においては、個別物件

単位毎に資産のグルーピングをし

ておりますが、上記の賃貸用資産

については、地価の著しい下落の

ため、減損損失を認識しました。

 また、回収可能価額は正味売却

価額により算定しており、不動産

鑑定評価額をもとにしておりま

す。

――― 

 ６ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 415

無形固定資産 271

減価償却実施額

百万円

有形固定資産 411

無形固定資産 287

減価償却実施額

百万円

有形固定資産 902

無形固定資産 524



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

車両及び 
運搬具

工具器具
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

13 844 857

減価償却 
累計額 
相当額

4 548 552

中間期末 
残高相当額

8 296 304

車両及び
運搬具

工具器具
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

13 624 637

減価償却 
累計額 
相当額

8 269 278

中間期末 
残高相当額

4 355 359

車両及び
運搬具

工具器具
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

17 740 758

減価償却 
累計額 
相当額

6 507 513

期末残高 
相当額

10 233 244

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

 

 １年以内 163百万円

 １年超 141百万円

  計 304百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末

残高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」に

より算定しております。

 

 １年以内 110百万円

 １年超 249百万円

  計 359百万円

(注)     同左
 

 １年以内 116百万円

 １年超 127百万円

  計 244百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してお

ります。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 
(減価償却費 
相当額)

121百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料
(減価償却費 
相当額)

77百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 
(減価償却費 
相当額)

218百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  



(2) 【その他】 

平成17年11月10日開催の取締役会において、第80期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

の中間配当を当社の定款第33条の規定に基づき、次のとおり行うことを決議しました。 

 
(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対して支払を行います。 

(1) 中間配当の総額 300百万円

(2) １株当たり中間配当額 5円

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月12日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第79期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月22日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、サンスター株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、サンスター株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基

準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

２．（セグメント情報）の【所在地別セグメント情報】（注）３及び【海外売上高】（注）３に記載のとお

り、会社は従来「欧米」としていた所在地区分及び海外売上高区分を「欧州」「北米」に分割して表示し

ている。また、【所在地別セグメント情報】（注）３に記載のとおり、営業費用の配賦方法を変更してい

る。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月22日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第79期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、サンスター株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、サンスター株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適

用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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